





The Position as a Policy and the Next Task for Women’s Empowerment
of the Measure to Promote the Assignment of the Female Board Members
 TAKEGAWA Keiko
The Gender Equality Bureau has been holding the experimental seminars to train the candidates 
to be board members. The goal of the government is the female portion 10% in the board members 
of the listed companies by 2020. We need a cumulative total of 2400 more within 3 years. Therefore, 
the experimental seminars are expected to work as models and to catalyze other organizations to 
hold such seminars. Along with the amendment of the Corporate Governance Code, this measures 
will contribute to the gender diversity of the boards, and to the sustainable growth of the companies 




































という経営層に占める女性割合について、同 4 次計画においては2020年までの 5 年間で早
期に5％を、更に10％を目指すという目標を盛り込んだ。因みに、計画決定時である2015






4 「女性のチャ㆑ンジ支援策の推進について」(平成 15年 6 月 20日男女共同参画推進本部決定 ) 
http://www.gender.go.jp/kaigi/honbu/150620.html
5 内閣府HP http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/3 rd/index.html
6 内閣府HP http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/4 th/index.html
7 内閣府HP「第４次男女共同参画基本計画における成果目標の動向」 http://www.gender.go.jp/
about_danjo/seika_shihyo/pdf/numerical_targets_h300615.pdf

























































































































































































































































これらの考えに基づき、第 2 次安倍政権発足まもなくの2013年 4 月、総理から経済団体
に対し、上場企業は役員に最低 1 人は女性を登用するよう要請している。現在、取締役会











世界の投資額の 4 分の 1 に当たるとされる。そのうち欧州が53％、米国が38％を占め、日
本は2％と、まだ規模は小さい14。また、ESGに配慮した投資を行うことを宣言した国連責








14 Global Sustainable Investment Review 2016 http://www.gsi-alliance.org/wp-content/uploads/2017/03/
GSIR_Review2016.F.pdf#search=%27Global+Sustainable+Investment+Review+2017%27




























































前歴・勤務先 2016年 7 月現在の女性役員 2017年 9 月～2018年 8 月に 
新規に就任した女性役員
弁護士  326人 34.1％  74人 30.7％
企業等  307 32.1  74 30.7
大学・大学院  127 13.3  31 12.9
公認会計士  110 11.5  30 12.4
税理士  31 3.2  4 1.7
省・庁  19 2.0  8 3.3
自治体・首長  9 0.9  3 1.2
司法書士  8 0.8  1 0.4
社会保険労務士  4 0.4  3 1.2
医師  3 0.3  2 0.8
その他  13 1.4  11 4.6
合計  957 100.0  241 100.0
（出典）東洋経済新報社「役員四季報」（2017年版及び2019年版）より集計








































2.1％、2.8％、3.4％、3.7％と増加し、2018年 7 月には4.1％まで上昇している（図 1）。
しかし、2 で述べたように、2020年10％目標を達成するまでには、あと延べ約2,400人の




























23 東洋経済新報社「役員四季報」2017年版によれば、2016年 7 月時点で12人。
24 東証HP https://www.jpx.co.jp/news/1020/nlsgeu000000xbfx-att/20180602.pdf
















 注 1）脚注のURLの最終アクセス日は、いずれも平成30年 9 月14日。
 注 2）『役員四季報2019』（東洋経済新報社）には、新任女性役員のリストはあるが、全役員リス
トには男女別が付されておらず、CD-Rで発売されるデータベースが入手されれば、2018年 7 月
現在の全女性役員について詳細が分析可能であるが、この論考では、最新の2018年7月の現状に
ついては、紙媒体の『役員四季報2019』により分析できる範囲に留まって考察した。
（たけがわ　けいこ　前内閣府男女共同参画局長）

